
― 1 ―

【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年２月９日

【四半期会計期間】 第58期第３四半期(自 平成29年10月１日 至 平成29年12月31日)

【会社名】 コマニー株式会社

【英訳名】 ＣＯＭＡＮＹ ＩＮＣ．

【代表者の役職氏名】 代表取締役 社長執行役員 塚 本 幹 雄

【本店の所在の場所】 石川県小松市工業団地一丁目93番地

【電話番号】 0761 (21) 1144 (代表)

【事務連絡者氏名】 取締役 常務執行役員 管理統括本部長 元 田 雅 博

【最寄りの連絡場所】 石川県小松市工業団地一丁目93番地

【電話番号】 0761 (21) 1144 (代表)

【事務連絡者氏名】 取締役 常務執行役員 管理統括本部長 元 田 雅 博

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社名古屋証券取引所

(名古屋市中区栄三丁目８番20号)

決算短信（宝印刷） 2018年02月07日 15時07分 1ページ（Tess 1.50(64) 20171211_01）



― 2 ―

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

第３四半期
連結累計期間

第58期
第３四半期
連結累計期間

第57期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 20,631 21,116 31,070

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △104 145 1,143

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(百万円) △301 △35 507

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △644 151 474

純資産額 (百万円) 20,773 21,622 21,891

総資産額 (百万円) 32,775 34,046 33,923

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額(△)

(円) △33.83 △4.01 57.03

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 63.4 63.5 64.5

回次
第57期

第３四半期
連結会計期間

第58期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △11.93 △2.54

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は第57期第２四半期連結会計期間より、役員向け株式報酬制度を導入しております。同制度に係る信託

が保有する当社株式は、四半期連結財務諸表において自己株式として計上しており、１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

おります。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第57期第３四半期連結累計期間及び第58期

第３四半期連結累計期間については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、

第57期連結会計年度については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成29年12月14日開催の取締役会において、平成30年４月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続

会社、当社の連結子会社であるコマニーエンジニアリング株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行うことを

決議し、平成29年12月14日に合併契約書を締結しております。

合併契約の概要は、次のとおりであります。

(1) 合併の目的

コマニーエンジニアリング株式会社は、当社パーティションの施工及び施工管理を行っており、事業統合によ

りグループ全体の合理化と質向上を図るため、当社を存続会社として同社を吸収合併することといたしました。

(2) 合併の方法

当社を存続会社とする吸収合併方式で、コマニーエンジニアリング株式会社は解散いたします。

(3) 合併に係る割当ての内容

当社は、コマニーエンジニアリング株式会社の全株式を保有しているため、本合併による株式その他の金銭等

の割当てはありません。

(4) 合併の期日

平成30年４月１日

(5) 引継資産・負債の状況

当社は、合併の効力発生日において、コマニーエンジニアリング株式会社の一切の資産、負債及び権利義務を

引継ぎいたします。

(6) 吸収合併存続会社となる会社の概要

商号 コマニー株式会社

資本金の額 7,121百万円(平成29年12月31日現在)

事業の内容 パーティションの製造及び販売

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、不安定な世界情勢や世界経済の不確実性が及ぼす影響を無視で

きない状況ではあるものの、政府による経済政策や日銀の金融緩和策を背景として、企業収益及び雇用・所得環境の

改善もあり、緩やかな回復基調で推移しました。

このような状況のもと、当社はオフィス市場、工場市場、医療・福祉市場、学校市場を４つの柱として、お客様の

ニーズに合った提案やサービスの提供を行うことに重点をおき活動した結果、売上高は211億16百万円(前年同四半期

比2.4％増)となりました。

損益面につきましては、原材料価格高騰の影響を受けましたが、物件毎の収益管理の強化を図りながら利益確保に

重点をおいて活動した結果、売上総利益率は前年同四半期と同じ40.7％を維持することができました。営業利益は１

億28百万円(前年同四半期は営業損失75百万円)、経常利益は１億45百万円(前年同四半期は経常損失１億４百万円)、

親会社株主に帰属する四半期純損失は35百万円(前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失３億１百万円)と

なりました。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 日本

日本国内におきましては、オフィス市場、工場市場、医療・福祉市場、学校市場に注力して、当社製品を設計段

階で推薦していただく活動(以下「設計織込活動」という。)を推進すると共に、お客様接点の強化を図りながら、

お客様のニーズに合った提案やサービスの提供を行うことに重点をおき活動いたしました。各市場の売上高につき

ましては、オフィス市場は、特に首都圏のオフィスビル移転工事などを狙いとした提案営業活動に注力した結果、

需要の改善もあり、前年同四半期と比較し2.4％の伸張となりました。医療・福祉市場は、設計織込活動が成果につ

ながり、主に病院向けの販売が好調に推移したことで、前年同四半期と比較し6.4％の伸張となりました。また、学

校市場は、受注が好調に推移し、前年同四半期と比較し7.8％の伸張となりました。工場市場は、当期内の売上案件

が減少し、前年同四半期と比較し1.7％の減少となりました。その結果、当セグメントの売上高は204億９百万円(前

年同四半期比1.2％増)、営業利益は３億96百万円(前年同四半期比55.4％増)となりました。

② 中国

中国国内におきましては、強みであるパネル製品を中心にコンピュータルーム市場、病院市場への販売に注力す

ると共に、販売単価の改善を進めた結果、当セグメントの売上高は７億７百万円(前年同四半期比50.1％増)、営業

損失は２億67百万円(前年同四半期は営業損失３億47百万円)となりました。

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較し１億22百万円増加の340億46百万円となりまし

た。

(資産)

流動資産は、前連結会計年度末と比較し３億31百万円増加の202億85百万円となりました。これは主に、受取手形

及び売掛金が20億44百万円減少しましたが、商品及び製品が９億47百万円、現金及び預金が６億75百万円、原材料

及び貯蔵品が４億34百万円増加したことなどによります。固定資産は、前連結会計年度末と比較し２億８百万円減

少の137億60百万円となりました。これは主に、投資有価証券が２億30百万円増加しましたが、有形固定資産が３億

46百万円減少したことなどによります。

(負債)

流動負債は、前連結会計年度末と比較し１億81百万円減少の61億15百万円となりました。これは主に、前受金や

預り金の増加などにより流動負債その他が８億66百万円増加しましたが、短期借入金が４億52百万円、賞与引当金

が４億12百万円、未払法人税等が１億57百万円減少したことなどによります。固定負債は、前連結会計年度末と比

較し５億73百万円増加の63億８百万円となりました。これは主に、長期借入金が５億60百万円増加したことなどに

よります。

(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末と比較し２億69百万円減少の216億22百万円となりました。これは主に、利益剰

余金が４億55百万円減少したことなどによります。自己資本比率は、前連結会計年度末と比較し1.0ポイント減少の

63.5％となりました。

　

(3) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は２億36百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,924,075 9,924,075

東京証券取引所
(市場第二部)

名古屋証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株であ
ります。

計 9,924,075 9,924,075 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年12月31日 ― 9,924,075 ― 7,121 ― 7,412

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成29年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 786,900

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,130,100 91,301 ―

単元未満株式 普通株式 7,075 ― ―

発行済株式総数 　 9,924,075 ― ―

総株主の議決権 ― 91,301 ―

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式238,400株(議決権の

数2,384個)が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
コマニー株式会社

石川県小松市工業団地
一丁目93番地

786,900 ― 786,900 7.92

計 ― 786,900 ― 786,900 7.92

(注) 役員向け株式交付信託が保有する当社株式238,400株は、上記自己株式には含まれておりません。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 常務執行役員
工務統括本部長

取締役 常務執行役員
工務統括本部長兼

工務統括本部室部責任者
松永 達雄 平成29年９月１日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,047 7,723

受取手形及び売掛金 9,816 ※1 7,772

商品及び製品 1,260 2,207

仕掛品 93 131

原材料及び貯蔵品 767 1,201

繰延税金資産 445 461

その他 539 795

貸倒引当金 △14 △6

流動資産合計 19,954 20,285

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,180 4,051

機械装置及び運搬具（純額） 2,613 2,374

土地 3,426 3,426

建設仮勘定 15 43

その他（純額） 146 140

有形固定資産合計 10,381 10,035

無形固定資産

その他 386 420

無形固定資産合計 386 420

投資その他の資産

投資有価証券 1,176 1,406

長期貸付金 35 33

繰延税金資産 871 802

その他 1,151 1,096

貸倒引当金 △33 △33

投資その他の資産合計 3,201 3,305

固定資産合計 13,969 13,760

資産合計 33,923 34,046
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,034 2,001

短期借入金 961 509

未払法人税等 178 21

賞与引当金 821 409

役員賞与引当金 24 32

その他 2,276 3,142

流動負債合計 6,297 6,115

固定負債

長期借入金 1,733 2,294

再評価に係る繰延税金負債 331 331

退職給付に係る負債 3,401 3,409

その他 267 273

固定負債合計 5,734 6,308

負債合計 12,032 12,424

純資産の部

株主資本

資本金 7,121 7,121

資本剰余金 7,607 7,607

利益剰余金 8,033 7,578

自己株式 △1,142 △1,143

株主資本合計 21,619 21,163

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 189 281

土地再評価差額金 330 330

為替換算調整勘定 △9 19

退職給付に係る調整累計額 △237 △171

その他の包括利益累計額合計 272 459

純資産合計 21,891 21,622

負債純資産合計 33,923 34,046
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 20,631 21,116

売上原価 12,229 12,530

売上総利益 8,402 8,586

販売費及び一般管理費 8,477 8,457

営業利益又は営業損失（△） △75 128

営業外収益

受取利息 3 4

受取配当金 18 13

受取賃貸料 12 13

貸倒引当金戻入額 － 7

売電収入 15 15

その他 27 32

営業外収益合計 78 86

営業外費用

支払利息 29 31

持分法による投資損失 0 0

為替差損 33 6

売上割引 15 12

減価償却費 8 7

その他 21 11

営業外費用合計 107 69

経常利益又は経常損失（△） △104 145

特別利益

投資有価証券売却益 105 1

特別利益合計 105 1

特別損失

固定資産除却損 39 1

減損損失 281 －

関係会社清算損 26 －

特別損失合計 347 1

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△346 145

法人税等 △44 180

四半期純損失（△） △301 △35

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △301 △35
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純損失（△） △301 △35

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 53 92

為替換算調整勘定 △500 28

退職給付に係る調整額 102 65

その他の包括利益合計 △343 186

四半期包括利益 △644 151

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △644 151

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税率

を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によって

おります。

(追加情報)

(株式報酬制度)

当社は、当社の中長期的な視野に立った経営を加速し、当社グループの業績向上と共に中長期的な企業価値の

増大への貢献意識を高めることを目的として、当社取締役(社外取締役を除く。以下同様とする。)及び執行役員

等(以下総称して「取締役等」という。)に対し、従来の報酬とは別枠で、信託を用いた新たな株式報酬制度(以下

「本制度」という。)を平成28年８月に導入いたしました。

（1）取引の概要

本制度は、当社が金員を拠出することにより設定する信託(以下「本信託」という。)が当社株式を取得し、

役位及び連結営業利益率に応じて当社が取締役等に付与するポイント数に相当する株式を、本信託を通じて取

締役等に交付する株式報酬制度であります。なお、取締役等が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取

締役等の退任時であります。また、当社が拠出する金銭の上限は３年間(当初は平成29年３月末日で終了する事

業年度から平成31年３月末日で終了する事業年度までの３年間とし、信託期間の延長が行われた場合には、以

降の各３年間)で４億15百万円(うち取締役の上限は１億65百万円)であります。

本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上

の取扱い」(実務対応報告第30号 平成27年３月26日)に準じて、総額法を適用しております。

（2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度４億14百万円、238,400

株、当第３四半期連結会計期間４億14百万円、238,400株であります。

（連結子会社の吸収合併）

平成29年12月14日開催の取締役会において、平成30年４月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、

当社の連結子会社であるコマニーエンジニアリング株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行うことを決

議し、平成29年12月14日に合併契約書を締結しております。

概要は、「第２ 事業の状況 ２ 経営上の重要な契約等」に記載しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形を

満期日に決済が行われたものとして処理しております。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

受取手形 －百万円 221百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 693百万円 706百万円

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 177 20 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年10月31日
取締役会

普通株式 210 23 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金

(注) １．平成28年６月28日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、東証上場記念配当３円が含まれておりま

す。

２．平成28年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対す

る配当金５百万円が含まれております。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 210 23 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

平成29年10月30日
取締役会

普通株式 210 23 平成29年９月30日 平成29年12月１日 利益剰余金

(注) １．平成29年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に

対する配当金５百万円が含まれております。

２. 平成29年10月30日取締役会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対す

る配当金５百万円が含まれております。
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２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
合計

日本 中国

売上高

外部顧客への売上高 20,159 471 20,631

セグメント間の内部
売上高又は振替高

12 313 326

計 20,172 785 20,957

セグメント利益又は損失(△) 255 △347 △92

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △92

セグメント間取引消去 16

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △75

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「日本」セグメントにおいて、ソフトウエアの減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の計上額は、

当第３四半期連結累計期間においては２億81百万円であります。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
合計

日本 中国

売上高

外部顧客への売上高 20,409 707 21,116

セグメント間の内部
売上高又は振替高

9 383 393

計 20,419 1,090 21,510

セグメント利益又は損失(△) 396 △267 128

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 128

セグメント間取引消去 △0

四半期連結損益計算書の営業利益 128

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △33円83銭 △4円01銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(百万円) △301 △35

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△)(百万円)

△301 △35

普通株式の期中平均株式数(株) 8,898,897 8,898,740

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する当社株式は、１株当たり四半期純損失金額

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純損失金額の算定上、控除した当該株式の期中平均株式数は前第３四半期連結累計期間

119,200株、当第３四半期連結累計期間238,400株であります。

２ 【その他】

第58期(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)中間配当について、平成29年10月30日開催の取締役会におい

て、平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 210百万円

② １株当たりの金額 23円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月１日

(注) 配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金５百万円が含まれております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成30年２月８日

コマニー株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 近 藤 久 晴 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 野 尻 健 一 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコマニー株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コマニー株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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